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はじめに 

東日本大震災による避難者数 
 

 平成23年3月11日に発生した東日本大震災とこれに伴う
電力福島第一原子力発電所の事故により、岩手県、宮城県、
福島県等被災地の住民約47万人が避難。 

 平成24 年11月1日現在、約32万5000人が、全国47都道
府県で避難生活をしている。 

 都道府県別の避難者数は、多い順に以下の通り。 

 宮城県（11万3,717人）、福島県（9万9,139人）、岩手県（4
万1,695人）、山形県（1万1,121人）、東京都（9,227人）、新
潟県（6,253人）、茨城県（5,859人）、埼玉県（4,223人）、千
葉県（3,914人）、北海道（2,985人）、栃木県（2,940人）、神
奈川県（2,879人）、群馬県（1,850人）、その他 
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県外から群馬県への避難者数の推移 
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本調査の概要 

  調査目的 

 東日本大震災とこれに伴う東京電力福島第一発電所事故により、現在、群馬
県内で避難生活をしている方について、避難生活の状況、お困りのことなどを
把握し、支援のあり方を検証するため。 

 調査実施体制 

 本調査の企画立案は、西村淑子（群馬大学社会情報学部准教授）が行った。
調査方法の検討及び調査結果の分析等については、森谷健（群馬大学社会情
報学部教授）と西村が協議して行った。調査結果のデータ入力は、株式会社群
馬電子計算センターに委託した。 

 調査方法 

 アンケート用紙の配布は、避難者を受入れている群馬県内の各市町村に依
頼し、各市町村から各避難者世帯へ送付して頂くことにより行った。アンケート
用紙の回収は、アンケート回答者に、アンケート用紙を返信用封筒に入れて返
送して頂くことにより行った。 

 調査対象者 

 東日本大震災により、群馬県内に避難している約680世帯の世帯主。ただし、
世帯主が同居していない場合は、同居している家族の代表者。 

 調査期間 

 平成24年8月1日～25日 
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本調査の概要 

  調査項目 
1. 回答者ご自身について 

2. 現在の居住状況について 

3. 震災時の居住状況について 

4. お仕事について 

5. 子育てについて 

6. ご家族の健康について 

7. 家計について 

8. 原子力損害賠償について 

9. 今後の生活について 

10. 必要な支援について  

11. その他（自由記載） 

 

  回収数 
 185件（回収率27%） 
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調査結果の要旨 
回答者ご自身について  
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50% 47% 

3% 

回答者の性別 

女性 

男性 

無回答 

21% 

19% 

18% 

18% 

11% 

10% 

3% 
回答者の年齢 

40歳代 

30歳代 

50歳代 

60歳代 

29歳以下 

70歳以上 

無回答 

58% 
32% 

5% 1% 

1% 
1% 

2% 

世帯主との続柄 

本人 

配偶者 

子ども 

父母 

兄弟姉妹 

その他 

無回答 



現在の居住状況について 
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現在の居住状況について 
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73% 

27% 

避難先住居の種類 

応急仮設

住宅 

応急仮設

住宅以外 

37% 

24% 

13% 

12% 

9% 

5% 

応急仮設住宅の種類 

県の借上民間賃貸住宅 

市町村営住宅 

市町村の借上民間賃貸住宅 

県営住宅 

雇用促進住宅 

その他 

60% 
26% 

12% 

2% 

応急仮設住宅以外の 

避難先住居の種類 

民間賃貸住宅 

子ども・親戚・知人宅 

持ち家 

その他 

66% 

31% 

3% 

世帯主との同居 

している 

していない 

無回答 



現在の居住状況について 
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66% 

21% 

10% 

3% 

住民票の異動 

家族全員が異動

していない 

家族全員が異動

した 

家族の一部が異

動した 

無回答 

34% 

27% 

22% 

6% 

3% 

8% 

避難元との往来の頻度 

3ヶ月に1～2回程度 

１ヶ月に1～2回程度 

ほとんど行き来はない 

全く行き来はない 

1週間に1回以上 

無回答 



現在の居住状況について 
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9.7% 

3.8% 

4.3% 

6.5% 

6.5% 

17.3% 

27.0% 

42.2% 

44.9% 

49.7% 

0% 20% 40% 60%

その他 

避難元との行き来が便利 

特に理由はない 

通院、入院、介護のため  

市町村などの指示・誘導に従って避難した 

職場が近いなどの仕事上の理由 

地震や津波の不安が少ない 

受け入れの支援があった 

放射能の不安が少ない 

親や子ども、親戚、知人が住んでいる 

群馬県で生活する理由（複数回答） 



現在の居住状況について 
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96% 

95% 

93% 

89% 

76% 

52% 

4% 

5% 

7% 

11% 

24% 

48% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

風呂 

洋式トイレ 

シャワー 

給湯器 

エレベーター（3階以上にお住まいの方） 

インターネットに接続しているパソコン 

情報通信 ・居住 環境 （複数回答） 

設置されている 設置されていない 



震災時の居住状況について 
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震災時の居住状況について 
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72% 

19% 

4% 
1% 

2% 2% 0% 

震災時の住居 

持ち家 

民間賃貸住宅 

公営住宅 

社宅又は社員寮 

間借り 

その他 

無回答 

45% 

24% 

13% 

12% 

2% 

0% 

4% 

自宅の被害の程度 

一部損壊 

被害はない 

半壊 

全壊 

分からない 

床上浸水 

無回答 

43% 

20% 

16% 

7% 

5% 
1% 

8% 

避難等区域の指定の有無・区分 

警戒区域 

指定なし 

緊急時避難準備区域 

分からない 

計画的避難区域 

特定避難勧奨地点 

無回答 



同居家族の構成（現在と震災時の比較） 
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29% 

28% 

27% 

24% 

38% 

26% 

震災時 

現 在 

同居家族の構成 （複数回答） 

未就学児童がいる 小学生・中学生・高校生がいる 高齢者（65歳以上）がいる 

21.6% 

26.5% 
25.4% 

13.5% 

7.0% 

2.2% 
0.5% 

3.2% 

同居家族の人数（現在） 
1人 

2人 

3人 

4人 

5人 

6人 

7人 

無回答 

10.8% 

20.5% 

19.5% 18.9% 

10.8% 

9.2% 

3.8% 2.2% 
2.2% 2.2% 

同居家族の人数（震災時） 1人 

2人 

3人 

4人 

5人 

6人 

7人 

8人 

9人 

無回答 



お仕事について（現在と震災時の比較） 
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45% 

38% 

17% 

38% 

10% 

10% 

7% 

7% 

14% 

4% 

8% 

3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

震災時 

現 在 

就労の有無・形態 

正社員 無職 パート・アルバイト 契約社員・派遣社員 自営業 無回答 



子育てについて 

     未就学児童のいるご家族への質問 

 

 

 

 

 

 

 

 

        小学生以上18歳未満のお子さんのいるご家族への質問 
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48% 

32% 

20% 

お子さんは保育園又は幼稚園に入園していますか 

いずれにも入園していない 

幼稚園に入園している 

保育園に入園している 

80% 

10% 

10% 

お子さんには、避難先の学校や地域に 

仲の良いお友達はいますか 

いる 

いない 

分からない 



ご家族の健康について 
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69% 

22% 

9% 

現在、ご家族のなかに、健康上の特別な配慮や 

生活上の支援を必要とする方はいますか 

いない 

いる 

無回答 

65% 

22% 

13% 

ご家族のなかに、震災後に身体や心に 

不調を訴える方は、いますか 

いる 

いない 

無回答 
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ご家族の健康について 
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32 

39 

39 

44 

47 

53 

54 

65 

75 

0 20 40 60 80

その他 

持病が悪化した 

胃痛・腹痛がする 

飲酒や喫煙の量が増えた 

血圧の変化や不整脈が起こる 

頭痛・めまいがする 

体重が急激に変化した 

肩・腰・首がこる又は痛む 

よく眠れない 

憂鬱で、気分が沈みがちになった 

イライラすることが増えた 

どのような不調ですか（複数回答による回答数） 



家計について（2010年と2011年の比較） 
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28% 

32% 

35% 

29% 

15% 

11% 

7% 

7% 

4% 

2% 

5% 

7% 

7% 

12% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年 

2011年 

世帯主の収入 

200万円未満 200万円以上400万円未満 400万円以上600万円未満 

600万円以上800万円未満  800万円以上1000万円未満 分からない 

無回答 



原子力損害賠償について 

20 

76% 

24% 

東電へ損害賠償請求を 

しましたか 

請求した 

請求して

いない 

88% 

12% 

損害賠償の請求方法 

東電へ直接

請求した 

ADRセンター

に申立てた 

52% 

48% 

専門家への相談、説明会への参加 

していない 

した 



原子力損害賠償について  
 

  

 

 賠償請求の方法、賠償の対象（どのような損害 

が賠償されるか）の理解度 

 （理解度の高い順に54321で評価する。） 

 

 

 

 

 

 

  

東電が提示している賠償の対象、金額の満足度 

（満足度の高い順に54321で評価する。） 

21 

17% 

20% 

40% 

13% 

10% 

理解度 

1

2

3

4

5

56% 23% 

16% 

4% 1% 

満足度 

1

2

3

4

5



今後の生活について 

 

22 

36% 

28% 

19% 

8% 

7% 

2% 

今後の生活の予定 

分からない 

避難元に帰る予定だが、時期は未定 

群馬県に定住する予定 

避難元、群馬県以外に定住する予定 

避難元に帰る予定であり、時期も決めている 

その他 



必要な支援について（全体） 
（必要性が高い順に54321で評価する。） 

平均値 

1 高速道路の無料化など、避難元と避難先を行き来するための交通費の助成 4.8 

2 正社員での雇用の促進、資格取得のための職業訓練の受講を無料化するなどの就労支援 3.8 

3 内部被ばく検査や甲状腺検査など、放射線の健康影響に関する検査の実施、健康相談の受付 4.3 

4 現在住んでいる仮設住宅から別の仮設住宅へ転居を認める。 3.8 

5 損害賠償に関する情報の提供、相談会の開催、請求手続の支援 4.1 

6 避難元地域の除染や復興の進捗状況に関する情報の提供 4.1 

7 避難先地域における子育てや子どもの教育に関する情報の提供 3.9 

8 避難先地域における医療や福祉に関する情報の提供 4.3 

9 自主避難者に対する支援 4.3 

10 高齢者、要介護者、障害者などのいる避難者世帯への支援 4.5 

11 周辺環境や食品の放射線量の詳細な測定、迅速な情報の公開 4.2 

12 避難者交流会の開催、親子で参加できるイベントの開催 3.6 23 



必要な支援について（未就学児童のいる世帯） 
（必要性が高い順に54321で評価する。） 

平均値 

1 高速道路の無料化など、避難元と避難先を行き来するための交通費の助成 5.0 

2 正社員での雇用の促進、資格取得のための職業訓練の受講を無料化するなどの就労支援 4.4 

3 内部被ばく検査や甲状腺検査など、放射線の健康影響に関する検査の実施、健康相談の受付 4.6 

4 現在住んでいる仮設住宅から別の仮設住宅へ転居を認める。 3.9 

5 損害賠償に関する情報の提供、相談会の開催、請求手続の支援 4.4 

6 避難元地域の除染や復興の進捗状況に関する情報の提供 4.2 

7 避難先地域における子育てや子どもの教育に関する情報の提供 4.5 

8 避難先地域における医療や福祉に関する情報の提供 4.7 

9 自主避難者に対する支援 4.6 

10 高齢者、要介護者、障害者などのいる避難者世帯への支援 4.7 

11 周辺環境や食品の放射線量の詳細な測定、迅速な情報の公開 4.5 

12 避難者交流会の開催、親子で参加できるイベントの開催 3.8 24 


